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1．はじめに
　EU統合の歴史的意義はきわめて大きい。ヨーロッパは歴史の新しい
ページを開いた。EU統合に至る歴史的過程と統合過程で直面している
諸問題すべてが日本の将来にとって重要な意味をもっている。
　日本は17世紀以降二世紀半以上鎖国を続け，19世紀中葉，開国し国際
化してきた。この国際化の過程で日本は国家・社会・経済システム全体
の在り方をヨーロッパに求めた。その中のイギリスがモデルであり，ド
イツがモデルとなった。そのモデルになった国々が新しい方向を歩み出
している。それゆえヨーロッパが現在進めている統合は日本の国家社会
モデルを考える上で重要な意味をもっている。
　この論考で日本がモデルにした近代ヨーロッパ国家モデルの形成過程
をふりかえり，EU統合の歴史的意義と日本が学ぶべき点を考察したい。
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2．ヨーロッパ近代世界と国民国家・市民社会
　西ローマ帝国が崩壊した後，ヨーロッパは7世紀，．地中海地域をイス
ラムに奪われて以来，内陸での生活世界を開拓していくことになった。
800年ローマ教皇がシャルルマーニュに皇帝としての冠を授けて以来，
神聖ローマ帝国は中央ヨーロッパの統一の力として生き続けることにな
った。コンスタンティヌス大帝以来のコルプス・クリスチアーヌム体制
は中世的世界において強くなっていった。大陸を表現する言葉として
「キリスト教世界」が使われ，「ヨーロッパ」という言葉はあまり使われ
なかった。
　1095年クレルモン公会議が聖地エルサレム奪回のために十字軍派遣を
決議してからヨーロッパは歴史上初めて統一行動を取ることになった。
しかし1291年要塞都市アッコンの陥落によって十字軍は失敗に終わった。
15世紀になって地中海とは異なる大西洋やアブり力経由による新大陸お
よびアジアとの出会いによってヨーロッパは大西洋時代という新時代を
迎えることになる。
　ヨーロッパ近代世界は「主権的国民国家」の闘争的関係から形成され
ることになった。すでに13世紀までに「国民国家」が建設され，「国家」
へのアイデンティティーが強化されていった。北にあってはノルウェー，
スウェーデン，デンマ」クの諸王国，西にはイングランド，スコットラ
ンド，フランス，ポルトガル，アラゴンの諸王国，東ヨーロッパではリ
トアニア，ポーランド，ハンガリーに中央集権的な国家が建設されつつ
あった。
　しかし中央集権的な絶対主権国家が確立したのは近代の絶対君主国家
体制として成立した近代的「国民国家」体系であった。近世初期，中世
的世界において封建領主の中の第一人者にすぎなかった君主が「平和と
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法の保護」という任務の強調によって主権を獲得する。君主は封建領主
を統合しつつ君主の宮廷に権力を結集して主権的国民国家を確立してい
った。そして第三階級である商工市民階級を政治的に保護しつつ，経済
的には君主を支えるシステムを租税国家体系として確立していく。近代
世界は君主が商工市民階級を政治的に支え，市民階級が君主を支える
“持ちつ持たれつ”という意味での両棲的状態を生み出した。その後市
民階級は市場経済を発展させて経済力を拡張しつつその経済力を基礎に
租税負担力を強め，租税負担力をテコにして権力を議会に移し，君主と
国家の関係を切断し，君主権の排除と国家の市民主義化を推し進め，国
家の市民社’会化，市民国家化を進め，国家を市民社会に包摂しようとす
る。この過程がはっきりした仕方で現れたのがイギリスであった。イギ
リスで主権的国民国家の論理確立という目的で「政治経済学」が誕生し，
市民社会の確立過程で「純粋経済学」，「科学的経済学」が確立されていく。
　ヨーロッパ近代世界の特徴は諸国民体系として形成されつつあった世
界システムが「市民社会」によって支えられたと言う事である。市民社
会の成長こそが近代ヨーロッパの固有な文明を確立させたのである。市
民社会の成長過程で近代世界に特徴的な社会制度が生まれてくる。「生
命・自由・財産」の総称としての「所有権」を基にする近代的合法体制，
その政治的範疇としての議会主義的政党政治・民主主義制度と経済的範
．疇である市場経済の形成である。
　市民社会の成長が国家相互の関係に影響を及ぼす。諸国民体系として
の近代世界システムは国境の確定による主権範囲の確定，主権国家間の
法的関係としての国際法の確立，さらに関税制度の確立を必要とする。
主権国家の在り方の追求がグローバルな次元での協力関係の確立を必要
にさせていく。そして国家を越えた国家連合の動きも近世初期から構想
され始めた。アンリ四世の「大計画」であり，フーゴ・グロチウスの
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「戦争と平和の法」の出現である。主権国家化が強くなるにしたがって
国家連合の動きが少しずづ強くなる。合衆国の形成であり連邦の形成で
ある。ほんらい主権国家の動きと国家連合・国家統合の動きは矛盾する
関係である。この矛盾する動きを結びつけたのが市民社会運動であった。
市民社会の成長過程で「ヨーロッパ市民社会」という構想も強くなって
いく。
　とくに18世紀後半イギリスに始まった産業革命は国民国家にも市民社
会にも重大な影響を与え，主権的国民国家を超える生活世界秩序の形成
を必要としだす。19世紀後半，帝国主義時代と規定された時代は，主権
的国家体系で工業化・産業化過程に必要な資源や生産物の販路を確保す
ることが困難であることから生じた現象であった。そして主権国家間の
対立が第一次世界大戦となった。第一次世界大戦を経験して主権的国家
を超える初の超国家機関たる「国際連盟」が構築される。さらに第二次
世界大戦を経てヨーロッパにヨーロッパ連合化が進められ，EU統合が
実現していく。
3．国民国家・市民社会・国家連合
　まず近代国民国家成立事情を考察することから始め，次に市民社会形
成と国家連合の歩みについて考察していきたい。
a．すでにふれたようにヨーロッパでは13世紀の終り頃までに「国民国
家」が形成され，「国家」へのアイデンティティーが強化されていった。
そして大陸の中心部では王権を拡張していく過程が皇帝権に対抗する形
をとった。皇帝権も教皇権も弱体化していく中で，国家の君主体制が強
化されていったのである。14世紀にダンテは平和の保持者と正義の源泉
としての「普遍的君主」についての効用について論じていた。古代のバ
ックス・ロマーナの例に感銘を受けていたダンテは普遍的な君主の権威
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を「神から直接に得る」ものとした。彼は人間世界とキリスト教との区
別，普遍的な人間国家とキリスト教世界を区別し，政治と政府は人間性
と人間国家にのみ属するものとした。
　近代になると，コルプス・クリチアーヌム（キリスト教共同体）とい
う発想，中世的世界システムが解体しはじめた。キリスト教世界と神聖
ローマ帝国の分離が決定的になった。中世的世界は近代になって国民国
家に分裂し，諸国民体系として世界が形成されていった。諸国民は宗教
的独立と結びついた。宗教対立は近代的生活秩序形態の基礎を形作るこ
とになる国民国家の理念形成過程で生じた対立であった。
　最初に国民国家と宗教的自立を成し遂げたのはオランダとイギリスで
あった。そして近代世界システムの基本的モデルを提供したのはイギリ
スであった。イギリスは，国民主権の形成を絶対王政という形で成し遂
げつつ，市民社会の成長を可能にした。イギリスでは13世紀から14世紀
にかけて封建制の経済的基盤は弛緩を開始し，これに伴って旧支配勢力
である封建領主層にならんでジェンドリといわれる新しい独自の社会階
層が台頭しつつ，中央集権的国家体制にとって必要な官僚制と常備軍の
基盤を提供しつづ，絶対王政が確立されていく。市場を目的とする生産
は中世の村落・都市の城郭，修道院の壁を越える大きな単位を必要とし
た。国家は生産と生産物の供給のための国家的基礎と国際貿易に対する
保障の必要に迫られ，そのための治安の確保，交通機関，単一の法律・
関税を設けざるを得なくなった。、ここに国王の宮廷に権力が集中し，中
央集権的体制が成立する基盤が存在したのである。イギリスの絶対王政
はバラ戦争に終止符をうったテゥーダー王朝のヘンリー七世の時期から
市民革命前夜のスチェワート朝までに確立される。
　そしてこの絶対王政の中から中産的生産者層としての産業的市民階層
が市民革命を遂行しながら市民社会を形成し始めた。イギリス名誉革命
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と呼ばれる過程を経て18世紀本格的な市民社会が形成される。毛織物工
業を中心とする国民経済の成長により，市民階級の政治的階級運動から
アダム・スミスのいう「商業社会」の性格を帯びた「市民社会」が自覚
的に形成されるようになり，18世紀後半世界にさきがけて産業革命を遂
行しパクス・ブリタニカの時代を迎えた。産業革命後，産業市民階級に
担われた市民社会が競争的大企業的体制の性格に強く規定されながら確
立していった。
b．他方，近代初期，神聖ローマ帝国の中心部であるドイツやオースト
リア，フランスにおいては混乱をきわめた。帝国の王冠を握る世界最強
の帝国であったハプスブルク家との関係が近代国民国家においてきわめ
て重要であった。1556年に退位したカール五世の帝国は弟のフェルデナ
ンドー世（オーストリア）と彼の息子フェリペニ世（スペイン）に分割
された。ヨーロッパの全人口の四分の一がハプスブルク家の支配下にあ
った。さらにフェリペニ世がポルトガル国王になったときに，支配する
領域がさらに拡大した。ハプスブルク家はこの広大な国土に巨大な富と
強力な軍隊を保有していた。ペルーおよびその他のアメリカ諸地域から
の貴金属が大量に流入してきた。この富によってスペインの無敵艦隊の
ような強力な軍隊を動員して大規模な軍事作戦を展開して行ったのであ
る。それに比類ない強さをもつ歩兵部隊も健在であった。
　15世紀末のはるか以前からフランスはハプスブルク家の勢力増大政策
に恐怖をもっていた。16世紀までにフランスはすべての国境をハプスブ
ルク家と接していた。フランスは諸侯領が穏やかに結合した王国にすぎ
なかった。強力な国民国家形成の課題と宗教的統一という課題は不可分
に結びついていた。こういう状況の中でアンリ四世がフランス国王にな
った。フランスは混乱の中にいた。国土は疲弊し侵攻したスペイン軍が
国内に止まっているというありさまであった。このような状況をアンリ
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四世は変えた。アンリ四世はスペイン軍に勝利しここからフランスも中
央集権的な国民国家形成を進めることになった。
　このアンリ四世のもと「アンリ四世の大計画」と呼ばれるヨーロッパ
世界の「諸国家連合」体制計画がシュリー公爵（Sully，　Duc　de）によっ
て進められた。シュリーが1640年に『王室財政』という名でよばれる著
書で展開した考えである。ヨーロッパ諸国の国境線を引き直し，超国家
的体制を構築する企てである。ζの［大計画］は規模も勢力もほぼ拮抗
した数か国が共存していくということが中心概念であった。「均衡」
（equilibrium）という概念がキーワードになっていた。「権威，均衡
連合，自己利益」という四つの政治的原理牟ら成り立っていた。シュリ
ーは古代ギリシャの都市国家間の協力関係であるアンフィクチオン同盟
をモデルにして「パン・ヨーロッパ評議会」という統合機関を構想した
と言われる。大計画が「かれらすべてを安全と友情という強力な結びつ
きで結合させるものであり，そうなればまるで同胞のような共同生活が
できるようになり，良き隣人として相互に訪問しあうようにさせる」こ
とを可能にすることだとした。この機構は各国の利益を中心にして構想
された。第一には軍事費の節約による国家の自己利益である。第二に自
由貿易に関する相互協定が締結されることの利益である。r第三は自由貿
易が拡大することの利益であった。シュリーの計画によるとヨーロッパ
大陸はほぼ拮抗した勢力の15の国家で構成されることになっていた。こ
れらの15弱国は6つの世襲王国（フランス，スペイン，イングランド，
デンマーク，、スウェーデン，ロンバルディ［あるいはサヴォイ］），5つ
の選帝国（神聖ローマ帝国，ローマ教皇領，ポーランド，ハンガリー，
ボヘミア），4つの共和国（ヴェネツィア，イタリア，スイス，ベルギ
ー）に分類されていた。（D．Heater［1992］，pp．33－34，52ページ）
　したがって「アンリ四世の大計画」はハプスブルク家と対立したフラ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　17
ンスがフランスの国家利益を確保するための構想であった面が強かった。
当然ルイ14世に代表される中央集権的国家構築の成功によって「アンリ
四世の大計画」が背後に押しやられることになった。
　しかし「アンリ二世の大計画」構想はその後1712年サン・ピエール
（Saint－Pierre）神父の「ヨーロッパ永久平和覚書」によって呼び覚ま
される。「ここ9年から10年くらいの間に，永久平和が可能である」と
いう考えが受け入れられるようになってきたことを認めた。
　サン・ピエールの著書はルソーによって整理しなおされ，『サン・ピ
エール師の永久平和論』（1756年）として発表された。啓蒙主義的市民
社会の理念が土台にきた。「われわれは同僚市民として市民生活を営ん
でいるが，世界の中では自然状態におかれている」ことに注目した。
「連邦政府」の形態は小国と大国の利点を兼ね備えていることを重視し
た。ルソーはローマ帝国の統合力と遺産，とくにキリスト教の凝集力に
注目しヨーロッ六はアジアやアフリカと異なり，「独自の宗教，道徳規
範，習慣，さらには法体系を有しており，いかなる構成国家も，それら
を放棄すれば，必ず枠組み全体に混乱を引き起こす」と主張した。ルソ
ーは共和国が非常に小さい場合，征服される危険性をあげ，大国が対外
的にもつ力の優位性と小国の容易な統治可能性および秩序力を兼ね備え
るべき方法を考えた。人間が国家に対し自然状態を放棄しても，国家が
他の国に対して自然状態を放棄していない限り，「市民社会の発展」は
不完全であるとした。諸国家を国家連合制度の中につなぎとめる過程が
完了するまでは専制と戦争は風土病として残るであろうと考えた。ヨー
ロッパ統一構想は強固な連邦ではなく，緩やかな国家連合であるべきで
あった。諸国による国家連合内では国家の全権力を示す主権は放棄され
ることはないとされた。
　自然状態においては人間は人間に対して狼のごとき関係にあるゆえ強
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力な国家秩序形成によって生存の保障を計る必要があると考えたホッブ
ス問題から始まって，ジョン・ロックによる国家と市民社会の関係の考
察が進められ，アダム・スミスによって商業社会としての市民社会のあ
り方が問われた。そしてルソーによって自然状態と主権的国家間の関係
が取り扱われたのである。自然状態とグローバル化の問題としてである。
　ルソーが提起した問題はサンニシモン（Saint－Simon）によって新た
な側面から考察されることになる。
　「国民国家は内と外の両方から分解するであろう。内からは国民によ
る国家の管理メカニズムの軽視，自治を志向する有能な国内集団に分解
するであろう。そして，国民国家は，産業（技術）社会が疲弊によって
停止しないためにもこれらの国内集団を抑圧することはもはやできない。
外にむかっては，国民国家はヨーロッパの国家連合的な連合へと融合す
るであろう。なぜなら，そのような社会の経緯は，よワ大きな領土的単
位においてのみ可能であるからである。それはイングランド，フランス，
ドイツといった規模の国内領域と資源では生き残っていく・ことはできな
い。新たな制度や新たな過程は，すべてヨーロッパ単位であろう。それ
以外にない」。（D．Heater［1992］，　p．100，154～154ページ）
　工業経済・産業社会にとって資源問題は決定的に重要である。主権国
家はこの問題を原理的に解決できない。国民国家より大きな単位として
の「ヨーロッパ」のみが問題を解決し得るとした。
　サン・シモンはフランス革命が単にフランス的現象というよりヨーロ
ッパの現象であると考えた。革命がヨーロッパ大陸のうちでローマ法，
封建主義，トルコとの紛争，絶対君主政治という共通経験をした地域全
体に影響を与えたからである。「ヨーロッパ主義」がすくなくとも西ヨ
ーロッパで強くなってきているとした。『産業者の教理問答』で「博愛
主義の感情」，『ヨーロッパ主義』の新たな家族的感情が「今日すべての
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ヨーロヅパ人の問で，国家的感情にまさっていることにあなたがたは同
意するであろう。我々がいま言った事が，英国においてさえ真実である
ことを，あなた方は知っている」といった。
　サン・シモンは最善の政治制度を探求するために二つの機関を創設す
ることが必要であると主張した。一つは国民の共通利益を確保するため
の観点からのものであり，もう一つは個人の利益を考慮した機関である。
共通利益機関と地域的利益機関は互いの立法機関に対する拒否権を持つ
ものとした。さらに調整ないし調停機関が両方の組織のバランスを確保
するとした。
　この機関のモデルはイングランドが作り上げた奇跡的な政治制度であ
る議員内閣制のもとでの政府機関であった。フランスは英国型の議会制
度を採用した。他のヨーロッパ諸国も英国型の議会制度を採用するであ
ろう。すべてのヨーロッパ諸国がそれを採用したとき，ヨーロッパ議会
　　　　　　　eは容易に創設されるであろう。「ヨーロッパのすべての国民は議会によ
って統治されるべきであり，ヨーロッパ共同体の共通利益を決定するた
めの共通議会の設立に協力すべきである」とした。そして具体的にフラ
ンスとイングランドの連合から始め，ドイツとの連合を推し進めるべき
であるとした。
　イギリス市民社会の展開過程で形成された「議会制度」が，主権国家
に分断されたヨーロッパ世界に共通の共同生活世界を可能にすると信じ
させたのである。サン・シモンはフランス革命の意義と同時にイギリス
市民社会及び産業革命の意義を理鯉していた。かれは産業社会を基本に
して政治理論を考察していた。近代産業社会の三つの階級として，従来
最上級を占めていた非生産的階級である貴族，軍人，法律家階級と，そ
れ以外に生産階級としての科学者と「産業人」階級を考えた。産業人に
は工場労働者のみならず労働者や銀行家も含まれていた。
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4．EU統合への道
　サン・シモンによって洞察されたヨーロッパ連合への動きは20世紀に
はいうて，とくに第一次世界大戦の経験によって急速になってくる。19
世紀イギリスの自由主義国家の影響力の拡大と，産業革命による工業化
の急速な拡張および自己調節的市場による国民経済および国際通商関係
の拡張が国民国家間の関係を強めていく。さらに国際金本位制度の確立
が国民経済の国際通貨体制への依存を強めていく。
　このような動きの中で，国家間の関係の在り方が新たな緊張を生み，
第一次世界大戦になった。この戦争はルソーが国家間の関係が自然状態
にあって，専制と戦争が風土病になっていると言う指摘の正しかったこ
とを明らかにした。ホッブス問題は主権的国家間で解決されていなかっ
た。サン・シモンがウィーン会議の失敗を予言し，ヨーロッパ議会によ
る国家連合を構築する以外に道はないと洞察したことが正しかったこと
を示した。
　しかしルソーやサン・シモンの指摘を越えた諸問題が国際的広がりで
の工業化・市場化の進展によって起こってきた。工業化・市場化が国民
経済・・国際経済全体を経済変動の中に巻き込んでいった。それだけでな
く，巨大企業の拡張とそれがもたらす独占・寡占化問題，そして失業と
いう問題が深刻になってきた。とくに1929年の大恐慌は世界恐慌となっ
た。アメリカのニューヨークに始まった大恐慌は文字通り世界恐慌にな
った。世界は共通の運命にさらされることになった。
　ここから五つの問題解決が緊急に必要になってきた。第一に主権国家
の在り方に対する再検討である。第二が世界的規模を持つ国際連盟の有
効性の問題である。第三がロシア・ボルシェビキ革命問題である。第四
は世界的に進行している工業化・市場化に伴う経済的不安定性への対応
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問題である。第五がドイツに特有の問題である。
　第一の国民国家の在り方の問題について。近代世界での最も重要な出
来事としての主権国家の確立はフランス革命の時代からナショナリズム
の時代を生み出した。ナショナリズムに三つの流れがあった。保守主義，
急進主義，自由主義の流れである。保守主義は伝統的な国益・国家の栄
光を断固として守ろうとする立場である。急進主義は望ましい政治的構
成概念としての国民国家を拒否する立場である。自由主義は民族自決が
平和の万能薬であるという立場である。
　第一次世界大戦後この三つの流れが激しく対立した。ヴェルサイユ講
和条約やサンジェルマン講和条約は自由主義的民族自決主義で進められ
た。ウッドロー・ウィルソンによる国際連盟の試みは自由主義的民族自
決主義を補完するシステムである筈であった。第一の主権国家問題と第
二の国際連盟の有効性問題は相互補完関係にあった。しかし国際連盟の
政治的機関である理事会と総会は民族でなく国家の代表から構成され，
常任理事国（当初，イギリス，フランス，イタリア，日本）が影響力を
有していた。国際連盟は自由主義的民族自決原理で結成されていなかっ
た。さらに国際連盟にアメリカ合衆国が参加せず，ドイツとソ連も参加
しないという欠陥を有していた。その後ドイツは参加したが7年後連盟
を脱退したのである。自由主義的民族自決主義は保守主義のナショナリ
ズムの台頭と社会主義・共産主義的ナショナリズムの台頭の前に危機に
直面し，世界が秩序なきホッブス的自然状態になっていったのである。
　そして第四の問題が深刻になっていった。18世紀後半イギリスに開始
された産業革命は1840年代ドイツの産業革命に引き継がれさらにアメリ
カの産業革命になっていった。イギリスの綿織物工業過程の革命がそれ
以前進行していた農業革命と相子って生活革命を引き起こし，ドイツの
鉄道を中心とする革命が交通革命を引き起こし，アメリカの自動車産業
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の発展，電気，化学工業革命が20世紀世界を全くと言って良いほど変え
つつあった。この世界に巨大な企業が生まれ，企業競争が主権国家規模
の経済生活圏を超えて世界を一つの市場にさせつつあった。しかも産業
革命が経済全体に巨大なうねりを生み出し，好況と不況の波動・変動を
生み出した。この波動が1929年大恐慌を生み出し世界大恐慌となった。
前世紀イギリスを中心にして形成されつつあった自由主義的国際通商体
制・国際金本位体制による世界秩序は大恐慌によって新たな再構築を要
求していた。
　こうした事態を最も理解していたのはケインズであった。ケインズは
ヴェルサイユ会議の結果に対し批判であった。ケインズは「講和の経済
的帰結」でヨーロッパはあらゆる仕方で協力しあわなければならない事
態になってきたと主張し，保守的国家主義に批判的であった。サン・シ
モンの洞察，資源問題の解決はヨーロッパ単位でしか解決できないとい
う指摘と同じ思想をケインズも持った。生活協同体としてヨーロッパが
一つになってきたという認識である。ドイツに対する過重な賠償がドイ
ツの回復を困難にさせ，ひいてはヨーロッパの経済状態に悪い影響を及
ぼすと主張した。ヨーロッパ諸国が協力して産業復興に取組み，新しい
通商関係，通過体系を構築しなければならないと主張した。もはや金本
位制度に依存することはできない事態になったと認識した。こうした構
想は第二次世界大戦まで実現しなかった。第二次世界大戦後，国際連合
の再構築とともに，ブレトンウッズ体制としてIMF・ガット体制が形
成されていった。
　第五がドイツ問題である。第一次世界大戦の戦後処理問題にヴェルサ
イユ会議が失敗したのが条約第231条「ドイツとその同盟国」に対して
課した戦争責任問題であった。領土の損失とオーストリアとの「合併禁
止」のために戦争処理は禍根を残すことになった。しかしもしヴェルサ
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イユ条約を修正すればドイツはヨーロッパの平和と安定への脅威になる
と考えられた。とくにフランスにこの危機感が強かった。1870年から71
年にかけて大きな被害をドイツかち被り，大戦で500万人もの死傷者を
出したフランスに危機感が強かった。
　フランスの政治家達に3っの選択肢があった。第一にドイツを恒久的
に無力化させるか，第二にドイツの復活に備えて国際的な安全保障体制
を構築するか，第三にドイツを懐柔し飼い慣らすかである。クレマンソ
ーは第一の選択をした。ケインズが「カルタゴの平和」と呼んだ程過酷
な賠償責任を課した。これが1920年代ボアンカレーの政策でもあった。
しかし1919年ドイツがヴェルサイユ条約全体を拒否するかもしれないと
いう懸念とボルシェビキ勢力による権力掌握の危険性を懸念して，ロイ
ド・ジョージイギ刃ス首相の賠償条件緩和案によってラインラントを
永久にドイツから切り離そうとしたクレマンソーの政策を放棄せざるを
得なくした。ウィルソンとロイド・ジョージは将来ドイツが攻撃したと
きにアメリカとイギリスが軍事的援助をすると約束した。しかしアメリ
カは条約を批准せず，自国の大統領の約束を無効にした。イギリスもフ
ランスの防衛義務から解放されたと考えた。その結果相互保証政策がフ
ランスに残したものは，国際連盟による「集団安全保障」政策だけであ
った。すべての加盟国が侵略を受けた加盟国に対して支援をするという
抽象的概念だけであった。第二の選択肢も失敗に終わった。
　第三の選択肢が1920年代大部分の間フランス外相であったアリスティ
ード・ブリァン（A．Briand）によって追求された。ドイツを国際世界
に受け入れる政策である。ブリアンは「ロカルノ条約」を締結した。彼
はドイツ外相シュトレーゼマンと共に「ロカルノ精神」を作り上げた。
　この政策は「パン・ヨーロッパ連合」運動の中で進められた。1923年
クーデンホーフ・カレルギー（Codenhove－Kalergi，　Count）が「パ
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ン・ヨーロッパ」という著書で「ヨーロッペをそれに応じ々啄治的経済
的連邦に結合することによる自助」が必要であると主張した。彼はヨー
ロッパ26力国の代表からなるパン・ヨーロッパ会議の招集，仲裁によっ
てヨーロッパ地域紛争を強制的に解決するための条約の締結，関税同盟
の設立，ヨーロッパ連邦のための草案づくりの必要性を主張した。カレ
ルギーがブリァンに出会うことによりパン・ヨーロッパ運動が現実的運
動になっていった。パン・ヨーロッパ会議が1926年に開催され，パン・
ヨーロッパ連合の理事会が翌年開催された。
　プリアンは1915年から17年までフランス首相をつとめ，ユ921年かち30
年までの問ヨーロッパに平和を築こうと努力した。彼はあらゆる機会を
利用してイギリスと協力してドイツを国際社会に復帰させようとした。
ドイツは国際連盟への加入が認められた。1930年ヤング案によって賠償
問題が解決した。フランス軍は1919年から占領していたラインラントか
ら撤退した。しかし1930年パン・ヨーロッパ協力の必要性を追求したブ
リアンの死によってこの希望が挫折した。1931年ドイツではナチスが台
頭した。世界は第二次世界大戦の悲劇に陥った。
　プリアンは「我々はまもなく米国とロシアという二つの恐るべき大国
によって囲い込まれてしまうだろう。あなた方はヨーロッパ合衆国の建
設が不可欠であると分かるだろう」と予言した。
　第二次世界大戦後1946年イギリス首相チャーチルはチューリッヒで講
演し「われわれの有名な愛国者であり政治家であったアリスティード・
ブリアンが尽力した構想」に基づく「ヨーロッパ合衆国を建設しなけれ
ばならない」といった。その四年後ロベール・シューマンが［ヨーロッ
パ石炭鉄鋼共同体］（ECSC）をプリアンの精神で設立した。そして
［ヨーロッパ経済共同体］，［ヨーロッパ原子力共同体］の設置がなされ，
政治統合，通貨統合を通してついにEU統合を成し遂げたのである。
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5．日本の近代世界体制への参加‘
　7世紀，階帝国の模倣から始まった聖徳太子の「十七条憲法」を土台
とする日本の律令体制国家は，12世紀以降の武家政治の媒介を経て，19
世紀後半，ヨーロッパ的世界システムに対峙することになった。
　日本が国際化を始めたとき，すでにヨーロッパ的諸国家体系が世界シ
ステムとして文字通りグローバル化していた。ヨーロッパ諸国はインド
やアジア諸国を植民地化し，中国も列強によって半植民地化される中で，
日本も「鎖国」体制を放棄してヨーロッパやアメリカといった諸国家体
系の一員として生きる以外になかった。
　それまで中華文明の極東に位置していた日本はヨーロッパからアメリ
カ大陸を媒介にして形成された西欧文明の極西に位置することになった。
12世紀以上も中華文明の一員として歩んできた日本は西欧文明の中に巻
き込まれていった。
　1867年天皇の名による王政復古の大号令のもとで明治国家が建設され，
1871年（明治四年）廃藩置県によって旧徳川幕藩体制の制度を天皇制的
古代律令体制国家の再建体制としての中央集権秩序体系に包摂した直後，
岩倉使節団が米欧12力国の視察に向かった。使節団の主要な目的はすで
に国交のある諸国を歴訪して各国の元首に国書を捧呈し，聰問の礼を修
めるとともに，徳川幕府1ごよって締結された不平等条約改正の予備交渉
に入ることであった。この不平等条約改正という課題が外交の実際に触
れ，国家間関係のありかたを具体的に決めなければならなくなった理由
であった。そして歴訪した12力国の状況もそれぞれ違っていた。南北戦
争を終えたアメリカ合衆国は大陸横断鉄道を開通させて統一国家の形態
を取りはじめていた。ヨーロッパではヴィクトリア時代のイギリスは植
民地支配を進めてパクス・ブリタニカを確立しつつ，国内では選挙法改
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正や教育法制定によって国民統合を進めていた。オーストリア地方では
オーストリア＝ハンガリー帝国が成立し，イタリアとドイツが国民統一
を成し遂げた。普仏戦争に破れたフランスはフランス革命後の国民国家
の再統合を必要としていた（第三共和制）。農奴解放令後のロシアは帝
国内のロシア化を進めつつ，世界体制への参加を模索していた。
　こうした中で日本の国家モデル探しが進められていった。ヨーロッパ
の国々の優れた制度を移入しつつも日本独自の国家システムを構築しよ
うとした。「和魂洋才」という発想，日本的精神による西欧的政治経済
制度や技術の統合を目指すことになった。「西洋史」に対峙できる「東
洋史」という文明史観の創出，「西洋文明」に対決すべき「東洋精神」
の創出が目標とされた。それまで中華文明の中心を占めた中国を排除し
た新たな精神文化の理念創出を「東洋」という標語で現そうとした。そ
の中心に日本を，さらには天皇を据えよう．とした。‘
　しかしそのような観念を現実のものにするためには西欧諸国に学ばな
ければならないということも事実であった。西欧諸国と対等な実力をも
つ主権国家を建設することが必要であった。「東洋主義」の強調とその
裏返しとしての「脱亜入欧」主義の台頭である。不平等条約の改正・関
税自主権の獲得のためにも欧米諸国に評価される国家になる必要がある。
ヨーロッパに追いつき追い越すことが求められた。「文明開化」が必要
であり，国家目標として「富国強兵」政策が掲げられることになった。
　「富国強兵」，このスローガンこそ日本が西欧諸国に追いつくためのも
のであった。日本から観た西欧世界の本質であった。西欧の近代的主権
国家が追及した政策目的に「富国」政策と「強兵」政策があった。近代
になって君主による主権国家建設過程で主要目的になったのが「強兵」
政策であった。「平和と法の保護」という任務が公共目的であるという
ことから，君主は国民の私的領域からの租税で軍事費を賄うことになつ
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た。そしてその租税を負担したのが市民階級であり，市民階級は「富
国」政策を求めていったのである。・
　明治政権を担った若きナショナリスト達は本来意味を異にする「富
国」目標と「強兵」目標を同時に追求しようとしたのである。日本では
第二次世界大戦期まで「強兵」政策が国家政策の中心を占め軍事大国化
への道を歩むことになった。日本は陸軍の制度はフランスから移入し，
海軍制度はイギリスから移入して強吟政策を遂行した。
　憲法制度はドイツから移入し，教育制度はアメリカ，皇室制度はイギ
リスから移入して国家システムに統合していった。日本が憲法をドイツ
から移入したことは重大な意味をもった。国家の基本的理念をドイツに
求めることを意味した。
　中世以来ドイツは多数の王国・公国・領導・侯領に分かれ，イギリス
やフランスのように強固な中央集権国家を作らなかった。この中で，プ
ロイセンとオーストリアは広大な領土を確保し，主導権争いをしていた。
18世紀初頭成立したプロイセンは国王の強力なリーダーシップのもと官
僚機構が整えられ，絶対主義を確立したフリードリッヒニ世時代，オー
ストリアとの戦争によって領土を拡大しヨーロッパの強国になった。
1870年プロイセンが中心になって統一ドイツ帝国が誕生したのである。
ビスマルクによる国家政策はまさに「富国強兵」政策であった。このよ
うなドイツにはイギリスのような市民社会は存在していなかった。
　ドイツと同じように日本も市民社会の成長なしに「主権国家」の建設
をしなければならなかった。「政官誘導」主義による「富国強兵」政策
の遂行である。この政策を遂行する経済社会システムは「集中・再分
配」・システムであった。
　しかし18世紀後半イギリスに始まった産業革命の過程は19世紀中葉ド
イツでも開始し，日本も工業化を進めなければならなくなる。「殖産興
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業」政策である。
　イギリスの「富国」主義を推進したのは「交換の自由と公正」にたつ
市民階層，とくに産業的市民階級であった。産業的市民階級はイギリス
に伝統的な毛織物工業を中心にして市場経済を成長させ，国民的市場圏
の確立に基礎をおく国民経済体系を形成していった。そして産業革命に
よって綿織物工業を発展させる過程でチ資源の確保と生産物の自由な販
売のために自由競争を原理とする国際通商関係及び金本位制度による国
際通貨体制の構築を進め，ヨーロッパ世界に自由競争を原理とする国際
通商・通貨体制を確立していった。
　日本も主権国家確立のために商業・工業的市民社会の建設と諸国家関
係の確立の両方の同時的実現を必要とした。国際世界に加入していくた
めにはヨーロッパ近代世界のように国際法の確立，関税制度の確立が必
要であった。否，すでに確立されていたヨーロッパ的国際法，関税体制
を受け入れて行かなければならなかった。そして国際通商，国際通貨体
制のなかに参入して行かなければならなかった。「富国強兵」政策を遂
行していくためには，工業化のための資源の確保から生産物の輸出のた
めに国際通商関係を確立し，国際通貨体制を整備していくことが求めら
れた。
　この政策を遂行したのは国家官僚であった。帝国大学出身者によって
確立していった官僚体制が上からの近代化を強力に推し進めていった。
　しかしイギリスをモデルとする市民社会の動きがすこしつつ成長して
いった。私立学校，私立大学出身者達が世論に導かれる議会主義的政党
政治を推し進め，企業・市場経済システムを発展させながら市民社会を
成長させていったのである。もともと商業・産業的市民社会は徳川幕藩
体制のもとでの町人者層を中心として形成されるべきであったがそれは
困難であった。それゆえ日本での市民社会は伝統と結びつかず，「国家」
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というシステムに比べてさえ，より人為的な制度であると考えられたの
である。
　日本に本格的な市民社会が確立するのは第二次世界大戦以降になって
からである。しかし，第二次世界大戦後の日本が自由企業・市場体制に
基づく経済成長に成功したのは明治以後まがりなりにも市民社会が成長
していたからである。第二次世界大戦後の日本は「富国強兵」政策のう
ち，第二次世界大戦による強兵政策の破綻の結果，「富国」政策のみが
残った。戦後の「高度成長」とは明治以来の「富国強兵」政策をより純
粋にした「富国」一元主義政策のことであった。
6．アジア市民社会の可能性を求めて
　さて近代的世界システムが主権的諸国民体系として形成されていった
が，主権国家化が進めば進むほど主権国家間の相互依存関係も強くなっ
ていった。日本が国際化・近代化を始めた19世紀世界は政治的にも経済
的にもますます相互依存性を強くしていった世紀であった。19世紀にか
ろうじて「平和の100年」を維持し得たのは，諸国間の勢力均衡の維持
と自由主義国家の台頭と自由市場制度の発展，金本位制度を中心に国際
貨幣システムの発展によってであった（カール・ポラソニー）。しかし
この時期，ウィーン会議の失敗を予言したサン・シモンはヨーロッパ国
家連合が運命になつそきていると主張した。
　二世紀半の鎖国という孤立主義政策を進めた日本，しかも「黒船」と
いう暴力によって開国，国際化をせざるをえなくなったと信じた日本に
とってどのような世界像を描くかということは困難であった。岩倉使節
団の派遣ということ自体，いかに日本に危機意識が強かったかという証
拠でもあろう。日清・日露戦争は戦争によってしか問題の解決方法が見
つからなかったという事であった。アジア諸国との関係は長い歴史に拭
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い難い汚点として残る暴力的関係しか生み出せない貧しい思想で結ばれ
ていった。ヨーロッパとの関係も19世紀的世界から20世紀的世界への激
動の意味を理解し得ないまま対応せざるを得なかった。
　世界も第一次世界大戦に直面して，思想的混乱に直面した。民族自決
理念に立つ自由主義国家間の関係確立による世界平和の達成という理念1
もヴェルサイユ条約の失敗によって問題性を提起した。国際連盟も世界
にその無力さに対する失望を与えた。ヨーロッパは世界連盟ではなく地
域連合形成に希望を持たざるを得なくなった。日本も独自の国家連合を
必要とした。悪名高き「大東亜i共栄圏」は苦肉の策であった。「日・
独・伊・枢軸同盟」も苦肉の策であった。
　第二次世界大戦後ドイツはEU統合に加入した。「社会的市場経済」
の道を歩んでいる。アダム・スミス以来の自由市場経済システムを基本
にし，市場経済活動に必要な社会的基盤や秩序形成を積極的に進めてい
る。ドイツは主権国家主義とは次元を異にする「ヨーロッパ共同体」へ
参加し，ヨーロッパ市民社会への参加を果たした。
　これに対して日本は方向性を見失ったまま大海の浮き草のように漂流
している。21世紀世界はアメリカ合衆国を中心とする勢力とEUとアジ
ア世界が三極になるであろうといわれている。日本は地域的にアジアに
属している。この地域性を無視した国家関係は不可能であろう。しかし
アジアのどのような国々と協力していくのか。EU統合は一つの思想を
提供した。市民社会原理によるヨーロッパ統合である。「ヨーロッパ市
民社会」という思想である。
　アジアにも市民社会が成長するように思われる。もちろん21世紀前半
のアジアでは強力な国民国家建設がめざされるであろう。富国強兵主義
が基本政策になるであろう。前近代的身分体制から近代的国民国家体制
に転換する過程で独裁体制とアナーキーな状況が交替して起こるであろ
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う。アジアニーズから全アジアへ拡大している経済発展が開発独裁体制
を生み出しそれが今崩壊しているが，このような状態が繰り返して起こ
るであろう。
　しかしこのような状況の中から商業・産業的市民階層を中心とする市
民社会形成運動も強くなっていくであろう。かりにイギリスやフランス，
アメリカといった西欧型の市民社会と違った形であっても市民社会が成
　　　　　　　　　●
長していくと思われる。「生命・自由・財産」の総称としての「所有権」
の保証を原理とする社会，政治的には立憲主義的・議会主義的民主主義
の確立であり，経済的には市場経済制度の確立であろう。
　このような市民社会原理に立つ国家間には協力が生まれるであろう。
アジアにEUのような総合システムが誕生するとは思われない。しかし
緩やかな連帯は生じ得るように思われる。
7．むすび
　本稿は，EU統合の歴史的意義は何か，　EU統合が日本の将来にとっ
ていかなる意味を持つのか，という事を明らかにするための糸口を見つ
けることが目的であった。
　主権国家体系として出発した近代世界は強力な主権国家が形成されれ
ばされるほどまた対立も大きくなっていった。この対立の危険性かち国
家協力関係が求められたが，保守主義的ナショナリズムであれ，急進的
ナショナリズムであれ，自由主義的ナショナリズムであれ，国家連合を
建設することはできなかった。
　この主権的国家間に協力・連合を可能にしたのが近代市民社会の成長
であった。主権的国家意識をこえる「われらヨーロッパ」人という共同
体意識とともに重要な役割を果たしたのが市民社会と市民社会が作りだ
した制度であった。
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　絶えざる戦争経験の果ての「ヨーロッパ共同体」の形成ではあったが，
主権国家，民族主義を超える生活世界秩序体系を構築し得たということ
は重要な歴史的意義を持つものである。アジア世界にも，また日本にと
っても決定的に重要な意義を与える出来事である。
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